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2026年 5月 13日 

各 位 

会 社 名   長 野 計 器 株 式 会 社 

代表者の役職名   代表取締役社長 佐 藤 正 継 

  （ コード：７７１５  東証プライム ）  

問 い 合 せ 先   常 務 取 締 役  角 龍 徳 夫 

  (TEL ０３－３７７６－５３７９)  

新中期経営計画策定に関するお知らせ 

当社は、2026 年度から 2028 年度までを対象とする「新中期経営計画 2028」を策定しましたので、その 

概要をお知らせいたします。あらたな中期経営計画の詳細については、2026 年 5 月 26 日（火）に「補足説 

明資料」を当社ウエブサイト等にて公表いたします。 

 なお、中東地域における地政学的リスクの影響については不確実性が高く、現時点で合理的予測が困難

であるため、本計画には織り込んでおりません。 

 

記 

１．「第 2 次中期経営計画（2023-2025）」の振り返り 

 当社は 2023～2025 年度を「改革フェーズ」と位置づけ、事業構造の抜本的な見直しに取り組みつつ挑

んでまいりました。しかしながら、半導体関連の設備投資需要が一定の下支えにはなったものの、世界

的な市況変化による需給バランスの長期調整が業績に大きく影響を及ぼしました。 

その結果、売上高・利益ともに計画最終年度は当初計画を下回り、目標未達となりました。   

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

第２次中計（2023-2025）計画／実績 推移 

（百万円）
第１次

中期経営計画
最終年度
2022年度
（実績）

2023年度
（実績）

2024年度
（実績）

2025年度
当初計画

2025年度
（実績）

計画比
計画
達成率

売上高 60,543 67,935 69,544 75,300 67,691 -7,609 89.9%
営業利益 4,725 7,150 7,653 9,700 6,978 -2,722 71.9%
利益率 7.8% 10.5% 11.0% 12.9% 10.3% -2.6pt 79.8%

最終年度

第２次中期経営計画
（2023-2025年度）
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２．「新中期経営計画 2028」の策定について 

（１）．新中期経営計画の策定にあたり 

前期（2026 年 3 月期）に終了した第 2 次中期経営計画は、半導体設備投資の変動などによる外部環

境の変化を受けた結果、目標に掲げた経営指標は未達となりました。 

 この結果を真摯に受け止め、成長シナリオと実行施策を再点検し、重点領域・投資・体制を見直し

たうえで「新中期経営計画 2028」を策定いたしました。   

 持続的な成長に向けた最重要課題は「新領域への挑戦」です。圧力計測を中核とする競争力を磨き

つつ、政府の戦略分野を含む成長領域で新たな需要を確実に取り込み、再成長の実現（リトライ）に

取り組みます。 

  

 

 

成長に向けた取組として、当社の強みである高信頼の圧力計測技術と幅広い製品・圧倒的なシェアに支

えられた事業基盤を土台に、「新領域への挑戦」を軸として推進します。  

 一方で、既存事業（圧力計・圧力センサ）への収益依存度の高さ、製品ポートフォリオの偏り等の課題

に対しては、重点領域への資源配分を一段と明確化しキャッシュ創出力向上を図ります。 

 外部環境では、GX(Green Transformation)・半導体・先端製造などの投資拡大を機会と捉え、グローバ

ルメガトレンドを踏まえて日本政府が掲げる戦略 17 分野への積極的な関与を進めてまいります。あわせ

て、光学式センサを主軸に技術革新に伴走し用途拡大を図るとともに、既存製品のワイヤレス化を推進し

ます。 

 さらに、圧力センサのグローバル市場における拡販施策を一層強化し、持続可能な成長を遂げるグロー

バル企業への飛躍を実現してまいります。 
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（２）．「新中期経営計画 2028」基本方針 

    あらたにスタートする「新中期経営計画 2028」は、「伝統を力に、次の価値創造へ！」を 

スローガンに掲げ、「進化」と「挑戦」を両輪で推進します。 

 従来の圧力計事業の安定成長を「進化」としつつ、圧力センサ事業を中心に、光学式センサを

はじめ、新領域への展開やワイヤレス化、グローバル市場に対する圧力センサの拡販策を「挑

戦」と位置づけ、事業規模の拡大と持続的成長を図ってまいります。 
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（３）．重点施策（主な取組事項）と成長シナリオ 

 

    長野計器グループは、「新中期経営計画 2028」において、以下の重点施策を軸に事業を推進し、 

次のステップに向けた持続的な成長を目指します。   

 
①  新製品開発・既存事業の強化 

 ～コア技術を起点とした新製品投入／計測から制御ソリューション提供～ 

②  収益力の強化 

 ～「収益性」向上に向けた製品ポートフォリオの最適化をはかる～ 

③  経営基盤の強化（成長投資×業務革新×ESG） 

④  新領域への挑戦（技術革新に伴走する企業としてグローバルに展開） 

～日本政府による戦略 17 分野への積極的関与～ 

⑤ グローバル市場展開による競争力強化 

～圧力センサ事業を中心に海外展開を強化、さらなる成長加速（半導体・産業機械）～ 

 
省人力化の進展により、従来「人」が担ってきた監視・調整・保全業務は、自動化技術（自動制御、

遠隔監視、予知保全）へと置き換わりつつあります。産業機械では高精度・高速な制御が一段と求め

られ、半導体分野でも微細化・高集積化に伴うプロセス管理の高度化が進んでいます。こうしたトレ

ンドを背景に、装置の安定稼働と品質確保の要となる圧力計測ニーズは、今後ますます拡大すること

が予想されます。 

グローバル市場を対象とした供給体制の整備とともに、海外市場での販売力およびサービスネット

ワークを一層強化することにより、さらなる成長に結びつけてまいります。 

 そして、事業規模の拡大と生産性向上に向けた取組として、丸子電子機器工場敷地内に圧力計及び

圧力センサの生産棟をそれぞれ新設するプロジェクトについて、市況動向を見極めながら検討を継続

し、早期の具体化を目指します。 
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（４）．経営指標（連結業績目標） 

   「新中期経営計画 2028」は、下記数値を 2028年度における経営指標に設定し、成長投資と 

   資本効率のバランスの取れた最適なキャッシュアロケーションを目指してまいります。 

 

 
（５）．財務・資本政策 

 
   当社は、キャッシュアロケーションに基づき、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する資本

政策を適時・適格に実行し、事業成長を促進する成長投資の実行と、株主還元の両立を目指してまいり

ます。 

 
 
 



6 

【キャッシュアロケーション計画（2026-2028 年度 ３年累計）】 

 
 

 
【株主還元に関する基本方針】 

   配当につきましては、安定した株主還元継続の観点から下記の通り見直しいたします。 

 

現在
経営基盤強化のための内部留保の充実を図りつつ、安定配当の維持
等を勘案することを基本方針とする

新中期経営
計画2028
期間中

今後の連結業績および財務健全性を総合的に勘案し、前年度の配当
水準を維持または引き上げる累進配当を基本方針とする。

 

 
  ※本資料に記載の経営指標（目標）は、現時点で当社が入手可能な情報および合理的と判断される 

前提条件に基づいております。 

なお、実際の業績は国内外の経済情勢や為替動向、市場環境の変化など多様な要因の影響を受け、

記載の数値と大きく異なる可能性がありますので、あらかじめご了承ください。 

 

 
                                                                                 以 上 

 


